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序 章
．課 題
我が国の林業政策が，資源政策の破綻により政策的軸
足を 森林経営 から生産力的視点を放棄した 森林管
理 に移し， 年以上の時間が経過した．今日では 森
林管理 は政策上のキーワードの位置に置かれている．
しかし，現実の地域の森林管理を図るためには，管理を
支える経営の実態，つまり地域の林業諸事業体などにお
ける経営を分析し，そのあり方と将来を展望する事が重
要であり，またそれを実現する政策の確立は我が国の林
政上，依然として重要な課題である．
その理由は，第 に森林・林業の持続性にとって管理
は前提条件であるが，経営は管理にとっての前提条件で
もあるからである．持続性には管理のコスト負担を抑え
る経営が必要であり，管理を支える適正な経営のあり方
は今日， 市場原理主義 の側にも問われるべき課題で
あるからである．
第 に今日，これまでの木材生産を前提とする林業経
営は困難性をまし，そのため新たな非木材生産物を含む
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森林経営とその担い手のあり方が問われているからで
ある．また，我が国の林野利用にも包含されてきた伝統
的な非木材的森林経営と，新たな担い手は様々な経営形
態と経営規模で，また法人と非法人組織の区別を問わ
ず，さらに省庁別縦割り行政を超えて広く展開しつつあ
る ）．また，こうした傾向は国際的には 年環境サミ
ット以降，すでに レベルの国際的な認識となりつ
つある．
さて，事例調査の対象とする沖縄県の森林・林業に関
わる組織（管理と経営体）は，その亜熱帯という条件に
規定されて，様々な生産組織と経営を展開させてきた．
この点が，沖縄県を分析対象とする第 の理由である．
また，その経営は，非木材生産を含む点で新たな森林経
営のモデルであり，本土の森林・林業の将来も示すもの
である．この点が第 の理由である．さらに，沖縄県の
戦後の森林政策は，とりわけ祖国復帰以降，米軍基地存
続の見返りとしての巨大な公共事業により，本土では見
られないような画一化が進められ，その結果，地域固有
の経済，社会の発展形態を喪失しつつある．これは，省
庁縦割り行政の公共事業による集権的な森林資源画一化
政策の問題として，現在，我が国の資源政策全体に問わ
れているものである．この点が第 の理由である．最後
に，そうした集権的（画一化）資源政策と林業解体の中
で沖縄県は全国有数の低木材自給率と最低木造率の県で
あり，我が国でも最大の矛盾を有する地域である．その
ため，木造率を高めながら自給率を高めるという全国的
な政策課題にとって，逆説的な典型例としての意義を持
つからである．この点が，第 の理由である．
．方 法
（平成 ）年 月と同年 月に実施した沖縄県内
林業関係者，木材産業関係者，農業関係者，建築産業従
事者，木造住宅居住者に対する聞き取り調査を中心とす
る実態調査と，県内で収集した資料・文献等により実態
分析を進めた．さらに各種統計と報告書を分析し，全国
的な位置づけから，沖縄県の森林・林業・建築産業の構
造とその特徴を明らかにした．
なお，本論の特徴は，産業論的には森林・林業の川上
から川下に至る一貫した分析であり，経営構造論的には
農林業や中小零細企業等の主に小経営の分析であり，地
域論的には中山間地農林業と都市建築業との関連での住
宅供給の分析であり，比較論的には米軍基地支配による
本土と沖縄県の歴史的位相を分析したものである．
沖縄県の森林・林業の構造的特徴
．川上側の構造（森林資源と担い手）
）戦後と戦前の段階差
沖縄県の林野面積は 年世界農林業センサス（林
業編） では を数え，これは都道府県当たりの
面積では大阪，東京，香川，神奈川，佐賀に次ぐ全国
位の小面積である．次に，林野率は ％を数えるが，
これは大阪，茨城，千葉，埼玉，東京，神奈川，愛知，
福岡，佐賀，香川に次ぐ全国 位の低林野率である．さ
らに，人口一人当たりの林野面積は を数えるが，
これは東京，大阪，神奈川，埼玉，千葉，愛知，福岡，
茨城に次ぐ，全国 位の小面積である．首都圏や人口
万都市を抱える都道府県を除けば見あたらない，その林
野面積の狭小性は，歴史的には戦後に生じた，占領下の
米軍などへの軍用地接収による基地による土地問題とい
う沖縄固有の問題の一環をなすものである．
しかし，戦前の沖縄県の伝統的な木材利用を見ると，
同県は域内で自給体制も可能な条件を持つほどであっ
た．戦前の沖縄県の森林資源と林野利用が質と量の両方
で本土と同様に，あるいはそれ以上に豊かであった事を
記す資料は少なくない ） ） ）
また一定の地域に即して見ても，恩河尚氏（沖縄市教
育委員会，当時）は，現在では米軍嘉手納基地内となっ
ている大工廻（ダクジャクまたはジャクジャク）村落（行
政村としての字，沖縄市の一部）が琉球史上最初の炭焼
き村落であった事を記している ）．また，未定稿ではあ
るが沖縄市在住の三線研究家，比嘉常俊氏は，大工廻の
地勢について次のように記している． 山紫水明の地，
大工廻村は，肥沃の田畑と広大な山林を有し，その間を
比謝川が流れ，大自然に恵まれた，三拍子も四拍子も備
わった，何一つ不自由しない，恵まれすぎた村であっ
た ，さらに山林利用については 台風が過ぎた翌日，
未明から他村の女子達が，台風で落ちた松の葉を掻集め
に，わんさと押しかける．（中略）山野の産物には， 木
耳 椎茸 類から，海人草に代る ムナチョーラ ま
であり，とにかく 水 薪炭材 農産物 水産物 材
木等 何でも，暮らしに事欠かない と記している．
こうした林野の多くは，琉球封建制の下では 杣山
であり，その解体後入会権を有する共有地（本土の村中
入会，または村々入会）となったものと判断される．沖
縄県はこうした入会地について， （昭和 年）時点
ではその存在を確認していた ）が， （昭和 ）年
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度から開始された 入会林野等に係る権利関係の近代化
の助長に関する法律 による近代化事業を （平成 ）
年度を持って完了したとする ）．従って，現在，農林行
政上は入会地は存在しない事になるが，軍用地に隔離さ
れた入会地は基地保障金などの形態で現実的に確認され
ている．
）林野所有構造の特徴
今，その所有形態を見ると，民有林が ％，国有林が
％を占めるように，本土との差異は少ないが，特徴は
何より民有林の所有構造にある．民有林の内，最多面積
を占めるのは市区町村有林であり，全林野面積の ％を
占め，次が私有林の ％，そして県有林は ％を占める
事になる．従って，全林野面積の ％を市町村有林と県
有林をあわせた公有林が占める事になり，これが沖縄県
の林野所有構造の特徴といえる．また，公有林面積の ％
は名護市と国頭郡の北部地域に集中している．これらの
地域では公有林の所有者である地方自治体，つまり市町
村のあり方が，これまでとこれからの地域の林業のあり
方を決定する最大の要素である．さらに，人工林と天然
林の構成を人工林率に即して見ると，北部地域は離島地
域を除けば本島内でも高い地域である．今後の展開の可
能性とともに，一方ではマツノザイセンチュウ被害の防
止及び抑制といった森林資源の適正な管理と対策が今，
最も必要とされている地域でもある．
さて，林野面積の内，森林計画区の民有林に限定し，
その地域性を見ると次の通りである．表 に示される
ように，戦前の豊富な森林資源を支える林野面積は，主
に本島北部，名護市と国頭郡（国頭村，大宜見村，東村）
を中心に分布したため，現在でもそうした傾向は残存し
ている．名護市と国頭郡を合わせた北部地域の林野面積
は， （平成 ）年では県林野面積の ％（ ， ）
を占め，林野率は ％に達し，この地域が広葉樹，天然
林を中心とした現在伐採可能な県内の中心的な森林地帯
である事が理解できる．また，県内人工林面積約 万 の
％以上を占めるものの，この地域にあっても構造用材
を収穫できるような人工林資源の成熟には，現実的には
かなりの時を待たねばならない．（図 ）
）復帰 年の変化
表 から，こうした森林資源の構造を復帰 年前の
（昭和 ）年以降， （平成 ）年までの 年間
について見てみよう．総林相別面積は 万 と 万 減
少したものの，針葉樹林は 万 からほぼ倍増し，広葉
樹林は 倍増した．つまり，本土型の人工造林の結果，
相対的に広葉樹林が減少し，森林資源構成の単純化が進
表 沖縄県の森林計画区別森林資源（民有林）
（単位 面積 ，材積 ，立竹 束，率 ％）
区 分 総 数
立 木 地
竹 林
無 立 木 地
更 新
困難地
ヤシ・
ギンネ
ム 等
人 工
林 率
合 計 人 工 林 天 然 林
総 数
伐 採
跡 地
未 立
木 地総 数 針葉樹 広葉樹 総 数 針葉樹 広葉樹 総 数 針葉樹 広葉樹
沖 縄 県
総 数
面積
材積 （ ）
北 部
地 域
面積
材積 （ ）
中 南 部
地 域
面積
材積 （ ）
宮古・八
重山地域
面積
材積 （ ）
資料 沖縄県農林水産部林務課・みどり推進課 沖縄県の林業 （平成 ）年度版より引用。
注 ）この表は （平成 ）年 月 日現在有効の地域森林計画書の数値である。
）単位の 束はママ。
）合計と内訳の数値が一致しないのは四捨五入によるものである。
表 沖縄県の森林の林相別面積の推移
（単位 ，％）
資料 琉球統計年鑑（ ）と 年センサス林業編（沖縄県）より作成。
注 ） 年の針葉樹林、広葉樹林は樹林地面積の計、伐採跡地はその他に、未立木地は無立木地に振り替えた。
）構成比の合計と内訳の値が一致しないのは四捨五入によるものである。
年 度 総 数 針葉樹林 広葉樹林 混交林 無立木地 開墾地 開墾適地 制限林地 竹 林 その他
実 数
増 減
構 成 比
増 減
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図 森林分布概況図（沖縄県）
資料 沖縄県農林水産部林務課・みどり推進課 沖縄県の林業 （平成 ）年版より引用。
行したのである．一方，減少したのは混交林，無立木地，
開墾地，開墾適地，制限林地，その他である．農業経営
の合理化の中で森林のパイナップル栽培用に農地転用が
進み，そしてリゾート開発が拡大し，他方で伝統的な農
林一体的な利用である混交林などが大きく減少した．
この点は， 年， 年， 年世界農林業センサ
スの基本指標を示した表 にも明らかである．本土に
比して激しい林野面積の減少，農家数の減少，林家数の
減少，林野率の減少，そして農家林家率の減少の一方で，
人工林率の進捗が示される．
こうした経過と現状の問題点については，篠原武夫氏
の分析に詳細である ） ）．
）森林管理の担い手の現状
地域の森林管理の有力な担い手である森林組合の状況
を見てみよう．地区内森林所有者の組合加入率は全国平
均の ％に対してわずか ％と最低であり，内地区内居
住者の組合加入率も全国平均 ％に対して ％にしか過
ぎない．組合員を正組合員に限定すれば，全国の ％に
対してわずか ％にしか過ぎないのである．圧倒的に多
数の小規模な森林所有者は森林組合には結集せず，公有
林の所有者である市町村が有力な組合員として位置する
という，森林所有者の協同組合といった原則的な協同組
合とは異なった組織構成となっている．
公的所有の下での少数の市町村組合員による森林組合
の経営は，いやでも地域に一種の寡占状態をもたらす事
になる．この点を，森林所有者以外の林業事業体，つま
り林業サービス事業体について，その現状を 年セ
ンサス世界農林業センサス から見てみよう． （平
成 ）年で全国の事業体計は ，内個人が で
％，会社が で ％，森林組合が で ％，各
種団体・組合が で ％になる．森林組合とともに多
様な事業体が展開している事，それらが地域の森林管
理・林業の有力な担い手である事も読みとれる．しか
し，沖縄県の事業体数は全体でわずかに である．内訳
は県森連と単組からなる森林組合のみの となり，他の
事業体は統計上，一切存在しない．これは，森林組合の
経営がそれ自体が適正であったにせよ，公共事業の指定
業者制度になどによる一種の寡占状態の結果でもある．
本来 島嶼経済 が持っている自活的な多様性，つまり
地域の活力の展開にとっては制約となる，検討すべき問
題である．
ちなみに，以上の林業サービス事業体と関係して，沖
縄県の農事組合法人の状況について述べれば，次の通り
である．農事組合法人は沖縄県では （平成 ）年
月の第 号の登記から （平成 ）年 月現在では
が登記され，そのうち，キノコ，緑化木などの広い意味
での林業は となる．こうした数値から見ても，先の沖
縄県の林業サービス事業体数の少なさは際だっている．
その理由の一つとしてセンサスは縦割り型の統計であ
るため，造林，木材生産に関連しないが森林を対象に農
業など行っている事業体はカウントされない事にもあ
る．従って，中小企業等協同組合法による協同組合，農
業生産法人形式での事業体の存在はここには一切反映し
ない．本土よりも多様な森林資源を持ち，多様な林業経
営が展開する可能性を持つ条件を活かし，現実に経営を
展開している事業体はカウントされない事になる．
センサスは，地域のサービス事業体の活動を正確には
反映していない．こうした林業統計に反映されない地域
の小規模の事業体との連携をどう強めていくのかが，今
後の森林組合の重要課題の一つであろう．
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表 森林・林業の基本指標の推移（全国，沖縄県）
資料 各年度センサスより引用。
地 域 年 度
総土地面積
（ ）
林野面積
（ ）
耕地面積
（ ）
総世帯数
（戸）
総 人 口
（人）
農 家 数
（戸）
林 家 数
（戸）
林家以外
の林業事
業 体 数
（事業体）
林野率
（％）
山地率
（％）
人 工
林 率
（％）
保 安
林 率
（％）
国 有
林野率
（％）
耕地率
（％）
農 家
林家率
（％）
全 国
沖 縄
指数（ ）
全 国
沖 縄
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．川上側の構造（木材需給と木材生産）
表 から沖縄県の木材需給の推移を見ると， （昭
和 ）年の約 万 から， （平成 ）年には 万
と に減少し，一方，自給率は ％から ％に
増大した．大きく減少したのは輸入材の製材用丸太であ
り，一方，製品輸入は原木ほどの減少は示していない．
この点は製材品の移入材も同様である．県産材はチップ
生産を軸に 年代に拡大したが，近年は減少している．
しかし，現在でもチップ用は製材用を凌いで第 位にあ
る．
建築用材について見ると，南洋材に依拠した建築用材
の製材と加工から，製品輸入と移入へという傾向が顕著
である．こうした傾向が県内の木材産業にどのような影
響を与えたかを表 から見てみよう． （昭和 ）
年に 事業体を数えた木材・木製品製造業は （平成
）年には に大きく減少し，パルプ・紙・紙加工品製
造業も から に減少した．一方で大径の構造材を必要
とせず，木材の短パーツの部材，二次加工材で足りる家
具装備品製造業だけがわずかに増加している状況にあ
る．
以上の点を県統計より見ると，木材関連産業の内，製
材工場は （平成 ）年で 工場（内製材用動力出力
数で 以上はわずか 工場），従業員数は 人，製
材用動力出力数は ，従って 工場当たりは ，
製材用素材消費量は ，同様に 工場当たりは
となり，本土規模と比較しても必ずしも小さく
はないが，これは大型の外材工場がその平均値をひきあ
げた結果である．次に，その他の木材加工施設は集成材
工場とチップ工場はそれぞれ に過ぎない．こうした状
況から見ても，製材工場とあわせて，県内の木材関連産
業は実質的に解体といってよいような状態にある．
こうした木材産業と需要の変化を前提に，表 から
県内の林産物生産量を再度，やや詳しく見ると， （昭
和 ）年に 万 を数えた素材生産は， （昭和 ）
表 沖縄県の木材需給の推移
（単位 百 ）
資料 沖縄県農林水産部林務課・みどり推進課 沖縄の林業 （平成 ）年版より引用。
注 ）製材品については素材に換算した。 （）は製品入荷量
）その他は木炭原木及びしいたけ原木及び家具、挽物等である。（その他については （昭和 ）年より加算）
年 度 総 計
輸 入 材 移 入 材 県 産 材 自給率
（％）計 製材用 合板用 製材品 計 製材用 合板用 製材品 その他 計 製材用 チップ用 その他
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
（ ） （ ）
表 沖縄県の木材産業の推移
年 度 総 数
実数（事業体数） 構成比（％）
木材 木製品
製造業（家具
を 除 く）
家 具
装 備 品
製 造 業
パルプ 紙
紙 加 工 品
製 造 業
木材 木製品
製造業（家具
を 除 く）
家 具
装 備 品
製 造 業
パルプ 紙
紙 加 工 品
製 造 業
資料 沖縄県庁資料より引用。
年に 万 とピークに達し， （平成 ）年には
万 まで低下した．チップ生産も （昭和 ）年と
（昭和 ）年の 万 をピークに，製材とほぼ同様の
経過をたどる．さらに，木炭原木と椎茸原木の需要も近
年は減少傾向にある．
従って，県内の木材生産に限定すると，林産物として
の製材，チップとも減少し，その他の林産物の生産も減
少した．それは，県内の木材産業の衰退と構造変化によ
るものであった．その過程で，戦後の沖縄の木材輸入を
担ってきた県内木材流通業者 ）や木材加工業は，原木
輸入と加工・販売，つまり製造から単なる販売へと業態
の転換を進め，その結果，県内林業との結びつきはます
ます弱まりつつある．こうした傾向は表 に示
されるように，近年，建材関係事業体が総数で増
加している事，また，小売り部門の多い木材・竹
材卸売業よりは大規模の建築材料卸売業におい
て，特に転業が多いと見られる個人部門が絶対
的・相対的に増加している事からも明らかであ
る．
．住宅供給の動向
県内木材産業に大きな影響を与える住宅供給の
動向について，明らかにする．
最初に，沖縄県の全国的な特徴と課題について
述べ，次に沖縄県の構造について述べる事にす
る．
第 に，沖縄県の全国的な特徴である．表
は新設着工に占める木造率（戸数）の都道府県別
推移を （昭和 ）年， （昭和 ）年，
（平成 ）年， （平成 ）年と明らかにした
ものである．沖縄県はこの ヶ年において，いず
れも全国最低であった．
こうした沖縄県の超低木造率はその低さだけで
なく，住宅・木材産業の構造にも別の特徴を与え
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表 沖縄県の林産物生産量の推移
（単位 百 ）
年 度
素 材
薪
総 数 製材用 普通丸太
原 材 料
チップ用
木炭原木しいたけ原木 その他 合 計
資料 沖縄県農林水産部林務課・みどり推進課 沖縄の林業 （平成 ）年版より引用。
注 ） （昭和 ）年 （平成 ）年までの原料材の合計には木炭原木、しいたけ
原木、その他を含む。
）原材料のその他は、家具挽物材等である。
） （昭和 ）年の素材の製材用は普通丸太を含む。
表 沖縄県の建材関係事業体数の推移
年 度
建築材料卸売業 木材・竹材
法人 個人 法人 個人
構成比 ％ ％ ％ ％ ％ ％
構成比 ％ ％ ％ ％ ％ ％
資料 沖縄県庁資料より引用。
注 ） 年と 年は統計未実施により 年統計値を掲上。
）構成比の合計が内訳の数値と一致しないのは四捨五入による
ものである。
ている．表 は，全国でも有数の木造率を有する山形
県庄内地域と，沖縄県の住宅・木材産業数の比較（
（平成 ）年 （平成 ）年）を試みたものである．
沖縄県は庄内地域の 倍の人口を有する事を前提に同表
を見ると，沖縄県は製材業が極端に少なく，木材商が少
なく，そして大工職は極端に少ない．一方，設計（建設）
は極端に多く，建設業（建築工事）は少なく，住宅展示
場は少なく，住宅販売は多い．庄内地域に見られる高木
造率を支える住宅・木材産業の安定的な構造が，沖縄県
では製材業，大工職といった部門で縮小し，設計，住宅
販売などといった部門で肥大化している．沖縄県は相対
的に住宅供給の商品化が過度に進み，庄内地域にあるよ
うな地域循環型の木造建築業は解体している．住宅供給
における 市場原理主義 の問題が本土より顕在化して
いる ）．こうした傾向は近年その進捗度合いを強めてい
ると見られるため，沖縄県で木造建築供給体制を再構成
していく場合には，木造建築供給産業内の特定部門の振
興でなく，関連産業の総体的な再構築が有効な方法とな
ろう．
第 に，沖縄県の特徴である．表 に示されるよう
に，沖縄県の新設着工戸数に占める木造率は （平成
）年の ％から， （平成 ）年の ％を底に，
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（平成 ）年にはこの 年間で最高の ％に達し，
（平成 ）年には ％となっている．しかし，こ
の事を持って，沖縄県における木造住宅文化の回復の兆
しと楽観できるほど，現実の状況は甘くない．
第 に，沖縄県の超低木造率は，宿命論的な課題では
ない．戦前の住宅を工法 ）別にみると，昭和初期まで
広汎に存在した掘建て小屋茅葺き住宅（アナヤー），木
造軸組工法の瓦葺き等住宅（ヌキヤー）等が支配的であ
った ） ） ）．戦後も， （昭和 ）年臨時国勢調査
では，全琉球世帯数の約 戸の内，木造総数は
％，内瓦屋根は ％，茅屋根は ％と，ストッ
クで見ても木造工法が支配的であった．また，新設件数
においても （昭和 ）年までは絶対的にも増加基調
にあった．しかし，復帰前のため沖縄県を含まない全国
の木造率（床面積）は （昭和 ）年で ％だった
のが，着工床面積が約 倍増の中， （昭和 ）年に
は ％に減少した．一方，同時期に沖縄県では着工床
面積が約 倍増の中，木造率は ％から ％に劇的
に減少した．従って，同県の全国でもまれな超低木造率
は主に戦後過程の本土復帰までの極めて短期間に形成さ
れたものである ）．
こうした超低木造率が，木造住宅供給の担い手である
大工・工務店にどのような影響を与えているのかを見た
のが表 である．木造建築工事業と大工工事業をあわ
せて，その事業所数は （平成 ）年の から （平
成 ）年の に減少した．全事業所に占める構成比は
％と変化なかった．従業者数は， （平成 ）年
の 人から （平成 ）年の 人に減少した．総
従業者数に占める構成比は ％と変化なかったが，超
低木造率のもとで本格的な回復の兆しがない事が明らか
である．
さらに，こうした大工・工務店の県内での地域的分布
を明らかにしたのが表 である．沖縄県を市部と郡部
とに分けると， （平成 ）年の事業所数では木造建
築工事業と大工工事業を合わせた大工・工務店数は
表 新設着工戸数に占める木造率（戸数）の都道府県別推移
木造率（％） 年 度 平均（％） 都道府県数 都道府県名（木造率上位順）
未満
大阪、和歌山、東京、兵庫、（沖縄）
大分、香川、徳島、愛媛、山口、高知、福岡、広島、神奈川、兵庫、京都、愛知、東京、大阪、沖縄
奈良、岡山、岐阜、大分、三重、神奈川、京都、山口、高知、滋賀、愛知、広島、福岡、東京、大阪、兵庫、
沖縄
滋賀、大分、京都、鳥取、山口、香川、兵庫、神奈川、高知、広島、愛知、福岡、大阪、東京、沖縄
福岡、山梨、広島、奈良、京都、愛知、徳島
長崎、石川、宮崎、鹿児島、熊本、滋賀、埼玉、山梨、福井、静岡、岡山、三重、奈良、和歌山、岐阜
佐賀、栃木、鹿児島、埼玉、宮城、和歌山、宮崎、福井、長野、鳥取、長崎、香川、千葉、静岡、熊本、
徳島、愛媛
石川、栃木、長野、島根、鹿児島、和歌山、奈良、宮崎、徳島、福井、宮城、埼玉、愛媛、岐阜、佐賀、
三重、長崎、静岡、熊本、千葉、岡山
三重、静岡、宮崎、大分、愛媛、滋賀、香川、鹿児島、神奈川、岐阜、千葉、山口、岡山
茨城、長野、富山、佐賀、宮城、鳥取、群馬、北海道、栃木、千葉
福島、島根、富山、北海道、群馬、石川、山梨、茨城
群馬、福島、富山、茨城、山梨、北海道
以上
秋田、山形、青森、岩手、佐賀、新潟、群馬、福島、石川、茨城、栃木、長野、高知、熊本、富山、北海道、
宮城、鳥取、島根、福井、埼玉、長崎
岩手、山形、青森、秋田、新潟、島根、福島
青森、秋田、岩手、新潟、山形
青森、秋田、岩手、新潟、山形
資料 建設省 建築統計年報 各年度版より作成。
注 ）木造率は新設住宅着工戸数比である。
） 年度の全国合計は沖縄県を含まない。琉球政府統計によれば、同年次の着工建築物床面積当たりの木造率は ％である。
表 沖縄県と山形県庄内地域における住宅・木材産業の比較
（単位 事業体）
地 域 製材業 木材商 大工職
設 計
（建築）
建設業（建
築 工 事 ）
住 宅
展示場
住宅販売
沖 縄 県
山形県庄内
資料 タウンページ（ ）より作成。
注 ）沖縄県の人口は、 年で約 万人、山形県庄内は約 万人。
） （平成 ）年の新築着工戸数と木造戸数は沖縄県が総数 戸、木造 戸
山形県は総数 戸、木造 戸。
表 沖縄県の新設住宅着工戸数と
木造率の推移
年 度 新設着工戸数 内木造 木造率
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
資料 沖縄県庁資料より引用。
であるが，郡部率は ％となる．従って，今後，木造
率を高めようとするならば，郡部地域に優先して都市地
域の工務店経営を木造建築重視に変えていく事が課題と
ならざるを得ない．また，木造建築工事業は ％に対
して，大工工事業は ％となるように，郡部地域で地
域密着型の比較的経営規模の小さい経営が分布している
事がわかる．この地域での木造率を維持しようとするな
らば，こうした小経営・零細経営の振興が課題となる．
また，郡部地域での従業者数は事業所数レベルよりも
高いため，当面の雇用問題の解決に果たす役割も大き
い．さらに，こうした役割をふまえ，中長期的な木造住
宅の建築技術の継承・発展を図るためには，都市地域と
ともに郡部地域での公的な職業教育・技術教育が課題と
なろう．
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表 沖縄県の大工・工務店数の推移
項 目
事業所数 従業者数
全 産 業
（ ）
木造建築
工 事 業
大 工
工 事 業
合 計
（ ）
構 成 比（％）
（ ）
全 産 業
（ ）
木造建築
工 事 業
大 工
工 事 業
合 計
（ ）
構 成 比（％）
（ ）
年
年
増 減
増減率
資料 総務庁統計局 事業所・企業統計調査報告 沖縄県、各年、より作成。
表 沖縄県の大工・工務店数の市部・郡部別数
（ （平成 ）年）
項 目
事 業 所 数 従 業 者 数
木造建築
工 事 業
大 工
工 事 業
合 計
木造建築
工 事 業
大 工
工 事 業
合 計
沖 縄 県
市 部
郡 部
郡部率（％）
資料 沖縄県企画開発部統計課 事業所・企業統計調査報告
（民営）、 （平成 ）年、より作成。
森林組合 総面積
民 有 林
国有林
地区内森
認定事業
体の当非財産区有林
林所有者
数
内正組合
員 数
内凖組合
員 数
計 内組合員
所有
私有林 内組合員
所有
県有林 内組合員
所有
市長村有林 内組合員
所有
国 頭 非
北 部 非
宮 古 非
八重山 非
表 沖縄県各森林組合の管理実績（ 年度）
（単位 ，人，％）
構 成 比
国 頭
北 部
宮 古
八重山
資料 （平成 ）年森林組合一斉調査票より作成。
川上側事業体の事例
沖縄県の川上側の供給サイド事業体について，森林組
合とその他の事業体に限定して調査を行った．沖縄県の
特徴は，第 章でも述べたように，林業の枠内で行政的
に許認可された事業体の他に，その他の産業で行政的に
許認可された事業体，さらに法人格を持たずに経営され
る素材生産，特用林産，薪炭生産，花木生産等の零細事
業体が広汎に存在する点にある．森林の適切な管理に果
たしてきた，こうした零細な法人格を持たない事業体の
意義は大きいが，紙幅の関係から分析の対象としなかっ
た．
．森林組合
沖縄県における 森林組合（他に，県森連がマツクイ
ムシ対策事業などを核に中部・南部地域の事業体として
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の性格を持つ）の内，主に国頭，北部の 森林組合につ
いて調査を行った．それぞれの組合の概要は，表 と
表 の通りであるが，その特徴のポイントをいくつか
明らかにする．
表 からは第 に民有林所有面積に占める私有林組
合所有面積が極端に少ない事，一方で県有林・市町村林
面積が極端に多く，市長村有林は全て組合加入である
事，第 に地区内森林所有者に占める組合員数が極端に
少ない事などが，全県的な傾向として明らかである．つ
いで，表 からは，事業部門別の収益を見ると，全て
の組合で利用事業が突出している事が指摘できる．これ
は私有林の組合員が少ない事，市長村有林が突出し，組
合員である市町村の利用事業は自動的に公共事業となる
事，従って，県有林も含めて組合事業の殆どが地方自治
体に依存する公共事業となる事を意味する．また，公共
事業の殆どは，県内のリゾート開発に関連している．具
体的には，観光用の水資源確保のためのダム建設地の伐
採・集材事業等，ついでゴルフ場開設に伴う伐採・集材
事業等である．この場合，森林面積を減少させる事も，
組合経営の原則的な意味で組合員の利用事業の一つと理
解されている．
さて，事例分析の対象とする 森林組合の内，国頭森
林組合は沖縄県では例外的な，林産加工を軸とする，多
数の出資者及び私的森林所有者による協同組合である．
一方，北部森林組合は典型的な公共事業依存の，市町村
所有森林の多い，私的森林所有者は少数の組合である．
）国頭森林組合
組合員
当組合は国頭村に事務所と工場などを置く．先の表
のように，正組合員は 名，準組合員は 名，合計
名と県内最多の組合員を擁し，地区内の森林所有者数に
占める割合も ％と最大である．組合員の多くは出資
のみの組合員であり，山林所有者は比較的少ない．これ
は，以下のような組合の設立の歴史によるものである．
歴史
まず，地域の森林・林業の歴史を見れば，戦後の復興
表 沖縄県各森林組合の財務実績（ 年度）
（単位 千円）
森林組合 項 目
事 業 部 門
事 業
管理費計
事業利益
事業損失指 導 販 売 購 買 利 用 金 融
事 業
損 益 計
県森連
収 益
費 用
計
国 頭
収 益
費 用
計
北 部
収 益
費 用
計
宮 古
収 益
費 用
計
八重山
収 益
費 用
計
構 成 比（％）
県森連
収 益
費 用
収益率
国 頭
収 益
費 用
収益率
北 部
収 益
費 用
収益率
宮 古
収 益
費 用
収益率
八重山
収 益
費 用
収益率
資料 沖縄県庁資料より作成。
注 構成比の合計と内訳が一致しないのは四捨五入によるものである。
需要と木材需要拡大期にほぼ伐り尽くし，その後天然更
新した森林が現在の森林を形作っている． （昭和 ）
年， （昭和 ）年前後から，人工造林が開始された．
昭和 （ ）年代から昭和 （ ）年代には，地域
の集落数が のところに から の製材工場があり，
集落 工場のような活況を呈したといわれる．要する
に，製材業は典型的な基幹的な，地場産業であったので
ある． （昭和 ）年に大宜味村と国頭村の境界に個
人経営のチップ工場が作られたが， （昭和 ）年に
は消滅した． 年の祖国復帰後，チップ材需要が増し，
原木として同地域から熊本県に移送された．つまり，製
造工場がないために付加価値をつけられず，それを目的
にチップとして送るために設置されたのが後述する工場
であった．
（昭和 ）年に国頭村を含み，北部森林組合が設
立された．その後， （昭和 ）年にチップ工場を設
立し， （昭和 ）年から操業を開始した．さらに，
（昭和 ）年に北部森林組合から独立し，現在の国
頭森林組合が成立した．
なお，そもそもチップ工場の設立は国頭地域の森組の
独立と設立を回避させるためのものであるとされ，その
結果，北部森林組合の名儀で補助金を申請し，事業主体
が 国頭組合 となった．こうした事から，少なくない
出資金のみの組合員が当時，設立に参加し，そうした組
合員が （昭和 ）年以降も加入を継続している．そ
のため，この点に関して見れば県内組合の中では，組合
員主義の原則が比較的良く貫かれている．
経営の現状
表 のように，当組合の （平成 ）年度の事業
高は収益で 億円を数えるが，収益に占める販売関係
のウエイトは， ％と県内組合中，最高である．販売
事業は 千万円になるが，木材に限定すれば木材の販
売（ 千円），加工製造事業（ 千円）が大半を
占めているが，林産事業は実施していない．補助事業に
より導入された加工製造事業を支える製材工場（ ），
チップ工場（ ），集成材工場（ ）を有するが，
販売事業の木材（ ），加工製造業の製材品（ ），
同チップ（ ）の取扱量から考えると，通常の製材
工場の 当たり生産量との関係では規模が過大な感が
否めない．その意味では，老朽化した機械の廃棄と，適
正規模の新鋭機械の導入を今後進める必要があろう．な
お，製材関係の事業高は 年度では，関連部門を含め
ると実質的に 億円から 億円に達するものとされる
が，この中の主な製品は，製材，集成材，フローリング，
木工関係（公共施設への利用）となり，さらに養苗関係
も含まれる金額である．
製材品の出荷先は県内のみで，住宅部材，板材，矢板，
パレット，ラミナ材が主な生産である．建築材としては
壁板，床板材が中心となっていて， 業者の木材商と取
引がある．在庫は製品で ヶ月分になり，概ね適正であ
る．素材では広葉樹材で半年分の在庫があるが，これは
針葉樹に比較して長期の木材の乾燥が必要なためであ
る．マツ材の生産も行っている．建材は学校，公共住宅
などが中心であるが，本土にはあまり見られない沖縄県
の特徴である建築確認申請を行う設計士からの直接の注
文も多い．
次に木工は，見込み生産は行わず，家具製造業などか
らの注文後に生産する受注生産である．取引先は 業
者から 業者を数えるが，内 業者は専門業者であり，
その購買が大半を占めている．
さらにチップ生産は針葉樹のみで，広葉樹は現在，行
っていない．鹿児島県の十條製紙の工場に出荷し，その
量は年間 程度である．専用のチップ生産ではな
く，製材廃材の背板を挽く程度で，販売事業高に占める
割合は ， 年前から ％をきり，現在では金額で
万円程度にしか過ぎない．なお，広葉樹は昨年 月まで
宮崎県日南に出荷していた．
広葉樹チップ生産を停止した後に，オガコ生産に転換
した（販売高 万円）．オガコは経済連に出荷し，経済
連購入価格は 円 であり，トラック 台
に を積載する．なお，現地の は中国木材（広島
県）からも，オガコを購入している．オガコは，飼料用，
法面緑化，国道街路緑化のマルチ材と用途が広がりつつ
あり，その将来性が期待されている．なお，このほかに，
木炭の灰を販売している．シイ，ガジュマルの灰が利用
に適し，この灰の上澄みをソバの加工・生産に利用して
いる．
以上のように，総じていえば，木材資源の利用が産業
用木材（製材品，パルプ，集成材）から，住宅用の小規
模部材，オガコ，木灰と多様化している事が特徴である．
林産物の多様化といった傾向は，経営的には従来の単品
種・大量生産から多品種・少量生産といった変化であ
る．しかも，そうした傾向は，今後一層強まる可能性が
あり，こうした傾向に対応した経営展開が必要となろ
う．
特に，木質資源の合理的利用からは，曲がりのある広
復帰 年の沖縄県の森林利用と住宅供給 ─ 菊間・比嘉・小川
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葉樹材の利用をどう拡大するかが課題である．イタジイ
では， の蓄積が のところ， ％が構造材
と建材に，残りの ％がチップにしかならないとさえい
われるほどである事からも，この課題の解決は重要であ
る．
作業班
組合の事務を除く雇用労働者数は， （平成 ）年
で 名を数え，全員が作業班員である．この内，主とし
て伐出事業は 名，主として造林事業は 名，その他事
業は 名となる．
作業班は，造林作業は一つの班が概ね 名からの
人数で構成されている． 班ある造林班は平均年齢が
歳，伐採班は 歳代と平均年齢には差がある．これは，
作業技術の熟練期間の必要性から生じるものである．伐
採班は 班で 名，造林班は 班（平均年齢 歳），伐
出班は 班（同様に 歳から 歳），作業班外のその他
職員を含めた平均年齢は 歳となる．
班長のみが 歳代で，あとは全員 歳代という．
メンバーは安定しており，また定着率は高いという．病
害虫（マツクイムシ）班は 班， 歳代．造林班は 班
のみ 歳代で，残りは全て 歳代である．
作業現場で確認したある作業班の副班長は年齢が
歳，経験年数は 年から 年であり，作業班の仕事のな
い時は叔母の畑の農作業手伝いを行うという．また，こ
の班員は実家の仕事が全員，非農家である．建築関係が
人，以前建築をしていた者もいるなど，本土の作業班
に見られる農家兼業的性格とは全く無縁である．加えて
林業にも無縁であり，農林業に対する経験は乏しいもの
と思われる．その意味からも若手労働力に対する技術指
導は，今後は研修等の機会を増し，徹底される必要があ
る．
給与支払いは日給月給方式で，金額は日額で 万円，
年間就労日数は 日から 日である．ただし，実質的
には作業班長が森林組合からの事業請負の責任者に等し
い．現場で指揮をとる班長は，建設会社の現場監督より
は，労務供給事業体の経営者に等しい存在であるといえ
よう．
）北部森林組合
組合員
当組合は名護市に事務所を置く．組合員数は （昭
和 ）年では正組合員が 名だったのが，国頭森林組合
の独立に伴い， （平成 ）年は 名に減少した．理
事は各市町村長が担当している．管理面積は を
数え，県内最大である．
先の表 のように，正組合員は 名，准組合員は
名，合計 名と組合員数は県内第 位である．また，
地区内の森林所有者数に占める割合は ％に満たず，統
計値の欠落している八重山森組を考慮しても，県内最低
と見られる．従って，当組合は私有林の小規模所有者か
ら構成される協同組合ではなく，管内を構成する市町村
によって構成される森林組合であり，そのため管内市町
村全てから森林組合理事が選出されている．
歴史
当組合は （昭和 ）年に北部地域・国頭地域の
市町村で設立され，経営が開始されたが， （平成 ）
年に国頭地域が独立し，国頭森林組合が設立されたた
め，地域的には 市町村から構成される事になった．
経営の現状
表 のように，当組合の （平成 ）年度の事業
高は収益で 億円を数えるが，収益に占める利用関係
のウエイトは， ％と県内組合中，最高である．利用
事業の大半は，先に示したように公共事業である．従っ
て組合の事業は，造林，保育といった森組本来の仕事は
少なく，ダムやゴルフ場の伐採が主な仕事となってい
る．そのため，組合の所有する機材はパワーショベル
台，バック・ホー 台，ユニック 台，ダンプ（ ）
台を数え，本組合は土木（元請け）事業体としての性
格が濃厚である．
こうした事業の中心はダム工事関連の伐採と跡地の整
理事業であり，現在のダム工事箇所は ヶ所になる．そ
の内の一つ，北部ダム事務所の例では，ダムサイトの伐
採は国頭森組，名護林業（ダム現場のみ， 名）と
北部組合のジョイントベンチャー方式で行われ，その面
積は当初からの追加分も含め の規模になる．
ダム建設に伴う土砂流失（県の指導による赤土対策）
が環境破壊に及ぼす影響を減らすため，ブルなど重機の
使用はダム基底部分に限定され，その他では集材は架線
集材によって行われている．架線集材は，当組合が担当
せず，後述する名護林業生産加工販売事業協同組合の架
線班が担当し，全幹集材を行う班は セット・ 名程度
で構成される．
伐採跡地から撤去される原木は全て廃棄物として処理
されるため，その利活用が課題になる．当組合では，そ
の利活用を図るため， （平成 ）年度に林業構造改
善事業で自走式チッパーを導入する予定である．このチ
ッパーの特長はチップを大，中，小と生産できる点にあ
るといわれ，組合はその点に導入理由を求めている．
なお，オガコでなくチップ生産にした理由の一つは，
チップの大きさを大中小に分けた場合，大のチップは蹄
の間に入らないので特に牛の管理に良いため，二つはオ
ガコにより人間の子供が粉塵で病気になった事件が生じ
たからとする．チップの販売先は県内石川市の堆肥工場
を予定し，別に地域の農協からも購入の打診があるとい
う．ともあれ，いずれにしても市場性のあるなしはコス
ト問題ではあるが，そのポイントは空隙率の高いチップ
の運賃コストを下げる事にあるという．
なお，組合事業としてはマイナーになっている本来的
な利用事業に関わる森林管理に関して，管内の樹種はイ
タジイが殆どであり，人工林面積は にしか過ぎ
ない．主な樹種はイスノキ，イヌマキ，イジュなどであ
り，これは自然保護関係の規制による． の内，
名護市有林は ，そのほか県有林と国有林となる
ため，管理は天然林改良が中心であり，当然，収穫伐採
は少ない．
作業班
森林組合一斉調査票によれば， （平成 ）年の事
務員を除く組合雇用労働者数は 名であり，その全員
が作業班員である． （平成 ）年現在では作業班は
あり，班員数は合計で 名になる．平均年齢は
歳と国頭森組よりは若干年齢が高いが，これは班員を世
帯として見た時，大半がより早期に 代目に移った事の
反映であろう．一方，沖縄県は全国最高の失業率にあり，
高卒者の就職は殆どないような状況である．そうした雇
用不安から近年では組合への採用依頼が増加しているた
め，職安への求人募集は行っていない．
作業班は，組合設立の経緯を反映して各市町村ごとに
班づつ組織されている．内訳は造林班のみで 班，マ
ツクイムシ・保安林改良関係で 班あり，賃金支払いは
殆どが出来高払いである．基準賃金は班長の日当が
万円，副班長が 万円，一般作業員は 万円（農作
業水準）である．組合として，賃金が上げられないのは
公共事業の 三省協定 で林業の諸経費率が ％と，土
木の ％に比しても低い事によるという． （平成 ）
年来，国の第 次補正予算の目玉となった緊急雇用対策
事業については，臨時作業員を募集しているが，申し込
みがない状況という．また，この仕事の内容を，組合と
しては 山の仕事 から 里の仕事 （農業，農協関係）
まで含んで考えているという．
殆どの作業班の年間作業予定は，次のような例にな
る． 月から 月がマツクイムシ関係の仕事につき，こ
れが終わった後は仕事を各班長が自分で見つけて歩く事
になる． 月から 月くらいは山の仕事はなく，一般の
土建の仕事になる．例えば，チッパーを利用するある班
では，班長はある土木事業体の経営者であり，同時に班
長でもある． 代目で年齢は 歳，経験年数 年，
（平成 ）年度より班長になるが，現業労働の現場に出
る機会は少なく業務は殆どが経営と考えられる． 名の
班員（男性のみ）を有し，副班長 名は全て 歳台前半
になる．班員の殆どは，林業の仕事がきれた時にも農作
業（畑仕事）には出ない者が多く，出る者は 名の
み（ 月から 月中に）に過ぎない．
ちなみに，このほかの一般的な林業労働力対策とし
て，県の林業労働力確保支援センターには依頼していな
い．また，事業範囲を広げるために森林組合として公園
管理を取り組むような試みもない．さらに，造園・土木
作業も組合として技術的には可能だが，縦割り行政の問
題もあり，今のところ検討の予定もないという．
．名護林業生産加工販売事業協同組合
組合員
当事業協同組合は，名護市に事務所と工場を置く，中
小企業等協同組合法による自営業者の協同組合である．
設立の目的は第 条に 本組合は，組合員の相互扶助の
精神に基づき，組合員のために必要な共同事業を行い，
もって組合員の自主的な経済活動を促進し，且つ，その
経済的地位の向上を図る事を目的とする． とされ，設
立は （昭和 ）年である．
（平成 ）年 月で事業協同組合の組合員は 名
（出資額合計 万円），理事 名，監事 名からなる．
組合員は全て男性で，小規模零細の山林所有者，造園業
者，造林請負事業体などが職種となっている．定款上の
組合員の資格は第 条に 本組合の組合員たる資格を有
する者は，次の各号の要件を備える小規模の事業者とす
る． 名護市内において緑化種苗又は山林種苗の生産販
売を行う事業者である事． 組合の地区内に事業場を有
する事 （傍点は引用者）と明記されている．
主に工場の作業に従事する組合職員と従業員は 名
（全員男性，内集材班 名）で，このほか木工と建築を
担う大工班が 名，ユーカリ栽培班が 名である．同栽
培は直営ではなく，委託契約となっていて，組合員の中
からパートで延べ人工数で年間 日が就労している．
歴史
当組合は （昭和 ）年に設立されたが，元々は地
復帰 年の沖縄県の森林利用と住宅供給 ─ 菊間・比嘉・小川
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域内の農協が開始した堆肥工場に原料であるチップ材を
供給する法人格を持つ事業体（従業員 名）として発足
し，その後の事業拡張の中で，別事業体として発足した
ものである．従って，森林組合系統とは異なる農協系統
の事業体として発足したが，その後，森林資源の有効利
用を目的とする事業体として，経営を展開してきた．導
入した補助事業を述べれば， （昭和 ）年に新沖縄
林業振興対策事業の地域指定，翌 （昭和 ）年にチ
ップ生産施設， （昭和 ）年に集材，運搬機械，
（昭和 ）年に製材施設を導入し， （昭和 ）年か
らはユーカリの委託契約栽培（名古屋市東山公園，大阪
市天王寺公園）に取り組み， （平成 ）年にはログ
ハウス販売，翌 （平成 ）年にはオガ炭製造装置や
レーザー加工機等の導入をしている．
経営の現状
定款の第 条に， 本組合は，第 条の目的を達成す
るため，次の事業を行う と以下の通り組合の取り組む
事業が明記されている．
組合員の取り扱う製品の共同生産，及び共同加工
組合員の取り扱う原材料の共同購買
組合員の取り扱う製品の共同販売
共同利用施設の設置及び管理運営
組合員のためにする原材料，半製品の共同保管
組合員に対する事業資金の貸付（手形の割引を含
む．）及び組合員のためにするその借入れ
組合員の経済的地位の改善のためにする団体協約の
締結
組合員の事業に対する経営及び技術の改善向上又は
組合事業に関する知識の普及を図るための教育及び
情報の提供
組合員の福祉厚生に関する事業
組合員の取り扱う製品の共同受注
前各号の事業に付帯する事業
こうした事業について詳しく見ると，まず （平成
）年の 万円から 万円の事業高が， （平
成 ）年では 億 万円まで大きく拡大した．事業
別の内訳は第 位が木材加工の約 億円，ログハウス販
売（リュウキュウマツ）が 万円，伐採事業（ダム
工事用地での伐採立木の架線集材による搬出）が
万円，ユーカリの委託栽培が 万円となっている．
また，主な事業の生産量の推移は表 に明らかである．
同年の木材加工は製材工場で素材として を消
費している．このほかに木材加工に含まれるオガコとチ
ップを見ると，前者は家庭用販売（家庭用堆肥製造器の
水分調節材）とそれらから製造される粉炭が土壌改良材
として農家に が，後者は全てが堆肥工場の材料と
して が販売されている．なお， 年度からは，
県内の有力な天然林資源であるタイワンハンノキの活き
クルマエビ包装資材（オガコ）としての利用が検討され
ている．
リュウキュウマツ材の木材販売が大半を占めるが，第
に木材廃棄物ともいえるチップ，オガコの販売を拡大
しつつ地域の農林業との連携を探る点，第 にユーカリ
栽培に見られる沖縄の気候条件を活かした経営を安定的
表 名護林業生産加工販売事業協同組合の事業推移
事業年度
生 産 量 ユーカリ委託栽培 各種林業振興特別対策事業
チップ空
（ ）
製材品
（ ）
面 積
（ ）
栽培本数
（本）
出荷本数
（本）
事 業 量 事業費
（千円）
チップ生産施設
集材、運搬機関
製材施設
貯木場舗装等
チェンソー
玉切積込機
ダンプローダー等
製材施設等
丸棒削り機
オガ炭・乾燥装置等
ルーター作業用建物
資料 同事業協同組合資料より作成。
注 生産量、ユーカリ委託栽培のブランクはそのまま。
に持続している点，第 に比較的小規模の製材機械，木
工機械をフル稼働させながら，地域の大工・工務店をロ
グハウス販売（リュウキュウマツ）で組織している点，
第 に地元の森林組合にはない架線集材機を持ち搬出を
行う点などのように，森林資源の総合的利用体としての
性格を持つ点に当組合の経営の独自性がうかがわれる．
主な所有資産は，土地では工場敷地 （借地），森
林 （借地，ユーカリ委託栽培用地），工場機械はオ
ガコ製造器，製材機，モルダー，乾燥機，テーブル，ルー
ター，レーザー加工機が各 となっている．
なお，工場の労働者や集材班は比較的若手の労働者が
多く，高齢化が進んでいるとされる大工班にあっても，
最高齢者は 歳だが最年少は 歳（平均年齢 歳）と地
域の中では若い構成となっている．
今後の課題
ログハウス材と集成材を含めた構造用材，土木用材等
は全て公共事業による施設建設に充当されていて，民間
住宅には今のところ進出を考えていない．従って，現定
款上の制限があるため建築業者登録は行わず，また，中
間経費率は ％とされ利益率の高い公共事業の建設元請
けになる事も検討されていない．
現在のままの事業継続が最優先とされ，そのために
は，既存の生産施設の整備が必要な状況にある．特に稼
働率が限界に達した乾燥施設の増設と，ログハウス販売
に必要な原木の防虫施設（現在は福岡県の業者に外注）
の新設が検討されている．施設の新設，増設には一定の
設備投資が必要であり，その実現のためには，政策的助
成も含めて検討が必要である．
中山間地農林業の振興に向けて，木質資源の多面的利
用による森林資源の活用を図るためにも，こうした多品
種，少量生産を支える事業体の展開が必要とされよう．
．農事組合法人大西農業生産組合
組合員
当生産組合は，その地区を名護市及び国頭郡今帰仁村
の区域とし，また名護市に事務所を置く農協法 条 に
よる農業組合法人（農業経営を営む事が出来る，いわゆ
る 号法人）である．まず，設立の目的は第 条に こ
の組合は，組合員の農業生産についての協業を図る事を
目的にその生産性を向上させ，組合員の共同の利益を増
進する事を目的とする とされ，設立は （平成 ）
年である．
（平成 ）年 月で生産組合の組合員は 名であ
る．組合員は全て親戚・知人などから構成され，小規模
零細の農業経営者や山林所有者，伐採業者などを兼業と
する農民である．定款上の組合員の資格は第 条に こ
の組合員の組合員たる資格を有する者は，この組合内に
住所を所有する農民とする． ．この組合の組合員が農
民でなくなり，または死亡した場合におけるその農民で
なくなった者，またはその死亡した者の相続人であっ
て，農民でない者は前項の規定の適用については，農民
とみなす と明記されている．
人の組合員の内，主に作業に従事するのは 名であ
り，このほか 名の従業員（全員男性，全て 歳代，
通年雇用）と臨時雇用（年間延べ日数 日）を擁
し，農業経営の他に，広葉樹オガコ生産（工場），オガ
コ原木の確保のための伐採・集材を行っている．また，
組合員であり事業者である経営者が，個人経営形態で
ユーカリの委託栽培を行っている．
歴史
当組合は 年に設立されたものであるが，元々は
年に経営者が伐採，集材関係の個人経営で開始した
ところの，実質的には 林業サービス事業体 といえる
事業体を母胎にし，その後の事業拡張の中で別の事業体
として発足したところのものである．従って，森林組合
系統とは異なる農協法の事業体として発足したが，その
後は森林資源と農地の有効利用を目的とする事業体とし
て，農林複合的な経営を展開してきた．
ところで， （平成 ）年の農地法改正により，行
える事業がその他事業において緩和された．それ以前か
ら農業生産法人が行える事業には農業を中心にして，林
業も含まれていたが，後述するように当組合の定款上の
事業はそのようには定められていなかった．これは，沖
縄県では林業サービス事業体を森林組合のみに限定して
きたためとしか考えられない．
経営の現状
定款の第 条に， この組合は，次の事業を行う． と
され，以下， 項にわたって明記されている．
組合員の農業に係る共同利用施設の設置および農作
業の共同化に関する事業．
果樹および花卉園芸の経営．
前号に付帯する一切の事業．
こうした事業について，その経過を見ると，次の通り
である．法人登記は （平成 ）年であるが，実質的
に法人化が進んでいた （平成 ）年の個人経営とし
ての事業高は 万円超であり， （平成 ）年で
はおよそ 万円になるが，その内訳はオガコ販売が
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万円，ゴルフ場開設やダム建設に伴う伐採・集材
が 万円，その他が 万円になると見られる．ま
た，このほかに個人経営としてのユーカリ委託栽培は
万円から 万円程度になるものと見られる．さ
らに， （平成 ）年度はダム関係の伐採・集材の公
共事業が入るため，事業高は倍近く拡大するものと見込
まれる．
事業の中心となるオガコ販売については， 坪（借
地）のヤードと加工工場を持ち，広葉樹オガコの生産と
販売を行っている． （平成 ）年前後は，オガコ生
産は販売先が縮小し，赤字状態であったが，近年は養豚
関係の床敷き材（床敷きをブタが食べるため飼料代が
％程度軽減されるという）や，家庭用の生ゴミ処理機
の水分調整材としての市場が拡大している．
また，公共事業としてのダム建設による伐採・集材は
数千万円の事業高となるが，実質的に地域の中小事業体
には 年に一度の受注率という．そのため，経営の安定
から見ても，これだけに依存する事は逆に不安定性を高
める事になる．
主な所有資産の内，土地は先のヤードの他に，農地
坪（所有），ユーカリ委託栽培地 坪（借地），
原野 坪（借地）となっている．
機械はユンボなどの重機が 台（所有），オガコ製造
器が 台（所有），トラック，ダンプ，軽トラが各 台（所
有）となっている．なお，従業員は全員が重機のオペレー
タの資格を保持していて，多能工であるメリットを活か
し，小規模経営の小回りの良さ（効率性）と事業におけ
る創意性を高めている．
今後の課題
今後の課題は，まず，地域の公共事業の適正な受注に
ある．そのもとで，同農業法人は定款上からも公共事業
の元請けにはならず，下請けとしてそのメリット（労災
事務と農業法人である事の矛盾の解決）を活かし，労働
力の広域化と流動化政策に対応して県内全ての地域での
仕事作りを目指すという．
従業員に対しては，建設のみならず，造園・土木一級
の資格，農林業関係の公的資格（農業や林業の改良普及
員）を取得させ，総合事業体としての能力を高める中で，
給与や就労条件の改善を図りたいとしている．
また，今後の農林から建築までの事業展開は現実的に
は省庁の縦割り行政に矛盾するが，住宅の解体産業まで
含めて，木材に関わる総合的なリサイクル産業化の方向
を検討している．そのためには，この事業体は中小企業
等協同組合法の事業協同組合として設立される事も課題
となろう．
川下側事業体の事例
．住宅政策の展開
）新都心と本土の大手住宅メーカーの進出
返還軍用地に着手された那覇新都心整備事業は，地域
振興整備公団が施工者となって （平成 ）年 月に
建設大臣の事業計画の認可を受け，同年 月に工事が着
手された．事業主体である同公団のホームページによれ
ば，面積は を対象に，商業・業務，文化，住宅な
どの複合的機能を盛り込んだものである．那覇市中心市
街地の新都心化を計画し，整備そのものは （平成 ）
年に完了した．その後，分譲が開始され，用途は商業地
域指定のため，住宅は主たる需要とはいえないが，それ
でも那覇市役所建築指導課によれば，新都心開発地区に
おいて， （平成 ）年度から （平成 ）年度ま
での 年間で，届け出のあった新築住宅着工戸数は
戸（一年当たり約 戸）に上った． （平成 ）年
度の那覇市の新築着工戸数は 戸であるから， 割
以上の新築住宅がこの地域に集中した．この集中割合
は，極めて高いものである．
戸の殆どは，先に述べたように，ミサワホームや
パナホーム等のプレハブメーカーを中心とする本土の大
手メーカーが受注したと見られる．そのため，結論を急
げば，新都心計画は結果として，住宅の商品化を大きく
進め，地域の住文化の解体に大きく貢献した事になる．
戦後の （鉄筋コンクリート造）住宅の多くがその劣
化から現在改修工事を強いられて，また地元木造大工工
事業がほぼ解体し，大手メーカーにはこの上ない有利な
状況が展開している．しかし，本土流のややもすると強
引な商法は，伝統的な商慣習（施主と施工者の信頼関係）
に根ざす地元の施主とのトラブルを引き起こし，その結
果，住宅購入に関わる県による調停件数が近年，増加し
ているといわれる．また，大手メーカーは本土のように
地域の既存の工務店との下請け契約（丸投げ方式を含
む）は結ばず，個別の建築労働力の確保ですむため，な
いしはそれを優先させているため，工務店の仕事を文字
通り奪っているような状況にあるのも事実である．
なお，普天間基地返還後の跡地利用は，こうした傾向
を一層促進する可能性が高い事が工務店関係者から指摘
されている．
）職業訓練制度の問題点
上記の例に見られる木造住宅振興政策に関する地方自
治体の軽視，ないしは無関心を認めざるを得ないもう一
つの例は，沖縄県における職業訓練制度である．本土の
公的職業訓練制度に占める木造建築のウエイトは高く，
例えば比較対象とした山形県をとれば県内 地域にそれ
ぞれ一つの職業訓練法に基づく職業訓練校があり，地域
の建設労働組合が県との協力を図りながら自主的に運営
をしている．また，県内の温海町では町立の訓練校が
年間で 人の卒業生を輩出した例さえある ）．
沖縄県の木材に関する技術教育，職業訓練制度は，一
つは沖縄県工芸指導所において沖縄の工芸の一つとし
て，あくまで木工についての技術指導が取り組まれてい
る．二つは，公的職業訓練制度に関するもので，沖縄県
立具志川職業能力開発校（職業能力開発促進法）におい
て， 科（高等学校用）の中に建築設備科，造園科が，
科（離転職者用）の一つに建築設備科が設けられてい
るが，いずれも木造の構造や構法としての木造建築技能
者を養成するものではない．三つは，沖縄県立浦添職業
能力開発校（職業能力開発促進法）において， 科（高
等学校用）の中に建築左官科， 科（離転職者・中学校
卒業見込み者用）の中に建築・左官科，造園科がそれぞ
れ一つ設けられているのみである ）．ここも先の開発校
と同様で木造建築技能者を養成する学校ではない．従っ
て，沖縄県内には，地域の木造建築物を新築し，補修し，
改築する技術者を育成する公的訓練施設は全く存在しな
い状態にある．
こうした状況の改善を放置したまま木造建築復権を議
論する事，さらに木造文化や地域固有の文化を語る事は
あまりに主観的であり，また極めて客観性に乏しい．
．事例調査の結果
（平成 ）年 月に全建総連沖縄建設ユニオンの
協力を頂き，那覇市，糸満市に限定し，工務店（ 事業
所）と地域ビルダー（ 社）の実態調査を行った．
本土の住宅市場と供給者は，地域的な市場に依拠する
工務店，地域ビルダー，そして全国的な市場に依拠する
大手メーカーといった，二つの市場と三つの住宅供給主
体から構成される．しかし，沖縄県がこうした構造をと
るようになるのは，先に述べた新都心開発以降である．
以下はその分析であるが，ここでは主に地域市場を構成
する工務店と地域ビルダーについて調査結果による．
）工務店及び地域ビルダーの経営概況
表 は，その経営概況を示したものであるが，経営
者の年齢は工務店が高く，経験年数も工務店が長く，一
方，ある地域ビルダーでは経営者が大工経験のない場合
もある（調査番号 ）．まず，工務店の場合，棟梁とし
て新築した棟数は 前後であるが，本土復帰以降は木
造建築には殆ど従事していない．また，木造建築は数戸
や全くない場合もあるし，経営者として在来工法の経験
のない工務店さえある（調査番号 ）．経営状況は，工
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表 工務店及び地域ビルダーの経営概況
調査
番号
経営形態
経営者
年 齢
所在地
経験
棟梁として建築した棟数 修 業 地
（大 工
見習い先）
修 業
年 数
生家の
職 業
経営開始年
次（棟梁経
験 年 数 ）
在来工
法経験
の有無
現在の
人 員
（含本人）
平 均
年 齢
下 請
け 先
そ の 他
年数 備考 内木造 備 考
個人経営 那覇市
棟は
解体
に
県 内
（具志堅組）
木工、
タル生産
（ ） 有
新築全くなし、増改築のみで
経営困難性が大きい
個人経営 那覇市
県 内
（知念村）
農 家 （ ） 有
木造はセメント瓦、壁体ブ
ロックと軸組の両方、戦後姫
路市に出稼ぎ
個人経営 那覇市
ピーク時
棟 年
県 内
（国頭村）
農 家 （ ） 有
新築全くなし、木工機を今年
売却するなど経営の困難性が
高い
個人経営 那覇市
修業時に
木造 棟
県内 農 家 （ ） 無
最年少
復帰までは木造が多かった
有限会社 那覇市 無
建築一本だが、大工出身でな
く木材商から地域ビルダーに
株式会社 糸満市 元大工 有
建築一本、大工出身の経営者
から法人形態に近代化
株式会社 糸満市 無
土木を中心に建築を兼ねる複
合経営、大工出身ではない
資料 実態調査表より作成。
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務店が元請けが減少し，加えて下請けさえない厳しい状
況が示される．高齢化が進み，貫木屋構法 ）等の沖縄固
有の木造構法を知る最後の年代であるが，この構法を知
る大工職は全県でその数が 人をきった状態といわれ
る．一方で，全部が工務店出身ではない地域ビルダ （ー土
木を兼業する場合）においては，多くの下請け先（工務
店でない大工など）を抱え，相対的に堅調な経営状況が
示される．この点は，同表のその他に明らかである．ま
た，木材流通業出身の地域ビルダー（調査番号 ）や工
務店出身のビルダー（調査番号 ）も相対的に経営は安
定的である．
） 年度の受注件数
次に，表 は今年度の受注件数を示したものである．
工務店では 事業体で 棟，全く受注のない工務店が半
数あるが，この場合はやむを得ず増改築の仕事をとって
いるような状況にある．また，増改築の多くは工務店が
自らが新築した物件と見られる．新築は戸建て住宅が全
てで共同住宅，その他はない．工法別には （鉄筋コ
ンクリート造）が全てであり，在来工法はない．本土大
手メーカーからの下請け仕事も全くない．次に，地域ビ
ルダーにおいては新築棟数は 社で 棟を数え，共同住
宅，その他も数棟ある．また，増改築も少なくない．工
務店と同様に工法別には全て であり，大手メーカー
との取引もない．
） 年度の受注件数
現在の状況を 年前と対比したのが表 である．工
務店の新築棟数は合計 戸で現在の 倍，全てが元請け
な点は変化がないが，共同住宅の受注が加わった．また，
工法は である点は全く変化がなく，増改築も全くな
かった．次に，地域ビルダーは，新築棟数は 戸と現
在の数倍に達するが，一つの会社が分社し，独立したた
め，現在は減少したものである．他の 社については
年前も現在も新築棟数は同じであり，従って，相対的に
工務店より経営は安定的であった．共同住宅の数が多
く，下請け受注もあり，工法では 工法のみであった．
しかし，大手メーカーの下請けはなかったので，県内の
相対的に大規模な地域ビルダーからの下請けと見られ
る．また，工務店と同様に増改築は全くなかった．
）住宅建築に木材を使わない理由
表 は，供給主体が木材を使わない理由（複数選択）
について明らかにしたものである．工務店は風土に合わ
ない，建築主の注文，風土に合わない事を主な理由にあ
げ，地域ビルダーは鉄筋コンクリートより工事費が高い
事，在来工法を熟知していない事を主な理由にあげ，全
体としては全ての項目が該当し，その他が最多になる．
これは，その他を記した備考に明らかなように台風の問
題が中心となり，それは木造建築を経験した工務店の指
摘でもある．
表 年度の受注件数
調査
番号
経営形態
新 築 棟 数
増改築
棟 数
構法別
地域別
大手の下請けの有無
合計
戸建住宅 共同住宅 その他 在 来
構 法
プ レ
ハ ブ
その他 有 り 無 し 棟 数
小 計 元請け下請け 小 計 元請け下請け 小 計 元請け下請け
個人経営 県内
個人経営 県内（知念村）
個人経営 店の周辺
個人経営 県内（島央部）
有限会社 県内（本島一円）
株式会社 県内（島央部）
株式会社 県内（糸満市）
資料 実態調査表より作成。
注 は該当， は該当せず。
表 年度の受注件数
調査
番号
経営形態
新 築 棟 数
増改築
棟 数
構法別
地域別
大手の下請けの有無
合計
戸建住宅 共同住宅 その他 在 来
構 法
プ レ
ハ ブ
その他 有 り 無 し 棟 数
小 計 元請け下請け 小 計 元請け下請け 小 計 元請け下請け
個人経営 県内
個人経営 県内（知念村）
個人経営 県内（島央部）
個人経営 県内（島央部）
有限会社 県内（全島）
株式会社 県内（那覇市）
株式会社 県内〔糸満市）
資料 実態調査表より作成。
注 は該当， は該当せず。
）住宅建築に木材を使う理由
表 は，反対に木材を使う理由（複数選択）を明ら
かにしたものである．工務店は殆どが建築主の注文をあ
げ，地域ビルダーは施主の見栄え意識などをあげる．こ
の点も建築主の注文に含めれば，殆どの供給者が建築主
の注文になる．耐久性があるとの構造上や健康上，環境
上の利点は認めず，材質については周知せず，外材より
安いとの認識もない．従って，木材は構造材ではなく，
化粧材としてのみ，施主と供給者の両方から認識され
ている．
）経営上の問題点
表 は経営上の問題点（複数選択）を明らかにし
たものであるが，工務店と地域ビルダーの違いはなく，
受注量の不足があげられる．また，本土大手メーカー
の進出もあげられる． （平成 ）年にも異なる調
査対象に同様の調査を行ったが，人手不足を指摘する
復帰 年の沖縄県の森林利用と住宅供給 ─ 菊間・比嘉・小川
表 住宅建築に木材を使わない理由（複数選択）
調査
番号
経営形態
建築主の
注 文
鉄筋コンク
リートより
工 事 費 が
高 い
在来工法
を熟知し
ていない
風土にあ
わ な い
その他 （具体的に）
個人経営 敷地が狭小なため、二階建てをほしがるようになった
個人経営 台風
個人経営 台風
個人経営 台風
有限会社 大工の腕の限界、木を知らないで使い過ぎる（高コストの原因）
株式会社 施主の意向（節をいやがる）
株式会社
資料 実態調査表より作成。
表 住宅建築に木材を使う理由（複数選択）
調査
番号
経営形態
建築主の
注 文
耐久性が
あ る
材質を周知
外材より
安 い
その他 （具体的に）
個人経営 コンクリートより涼しい
個人経営
個人経営 全木造を 年に、若い施主から元請けしたのが木造の最後
個人経営 ない
有限会社 施主の見栄え意識
株式会社 見栄えがよい、建築士の意向
株式会社 住みやすい
資料 実態調査表より作成。
表 経営上の問題点（複数選択）
調査
番号
経営形態 人手不足
受注量の
不 足
公共事業
がとれな
い
人件費が
高 い
資材価格
が 高 い
本土大手
メーカー
の 進 出
その他 （具体的に）
個人経営
個人経営
個人経営 過当競争
個人経営 単価が上がってほしい
有限会社 生コンが高い、構造計算できない建築業者がいる
株式会社 収益性が低い
株式会社
資料 実態調査表より作成。
表 今後の方針（複数選択）
資料 実態調査表より作成。
調査
番号
経営形態
新築の
確 保
増改築の
確 保
資材価格
の適正化
公共事業
の 確 保
手間請け
を増やす
その他 （具体的に）
個人経営 リフォーム（補修）を中心、新築はせずに雇用なしで一人でやる
個人経営
個人経営
個人経営 これまでのやり方でよい，特に変えることはない
有限会社
株式会社 リフォーム（木材を使う可能性がある）
株式会社
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供給者が殆どであった ）．しかし，今回はそうした回答
は全くゼロであり，受注不足と大手メーカー進出による
経営危機の深刻さが明らかである．
）今後の経営方針
表 は今後の経営方針（複数選択）について，明ら
かにしたものである．工務店は，新築の確保，増改築の
確保，リフォームなどに重点を移し，地域ビルダーもほ
ぼ同様の傾向である．公共事業の受注を増やす，手間請
け仕事を増やすといった方針は，工務店にあっては高齢
化による仕事量増大は現実性と意味がない事，地域ビル
ダーにあっては工務店の縮小による町場仕事の増加が予
想されるため，同様に意味がない事を示している．総じ
て，工務店の町場仕事の縮小分を地域ビルダーが吸収
し，工務店は町場仕事をリフォームに移すなどの傾向が
見られる．大手メーカーに町場仕事が吸収されるような
事にならない限り，こうした傾向は一層促進されるもの
と見られる．調査番号の の経営体では 工法の改良
を検討し，熱暑対策にスラブ部分にバーク材緑化などを
検討しているなど，工法の改善を検討しているビルダー
もある．
）現状の問題点と政策要求
表 は，現状問題点と政策要求を示したものである．
まず，現状の問題点は工務店では，仕事がない，技術者
の不足，仕事がない，内装でも木材を使わない方向にな
ってきている，仕事は定期的にあるが低単価が問題，と
指摘する．技術低下と仕事不足の関連を指摘するもので
あり，従って，政策に対する要求は小規模公共事業の拡
充（学校などの補修），技術者の養成と学校作り，大工
への職業教育・木材業者への木の教育，賃金補償の拡大
といった要求が示される．
地域ビルダーでは，まず現状の問題点は，地域の確定
した工法がない，スギの赤みの乾燥材需要が拡大してい
るが現状は生材ばかり，（住宅用の）土地が動いていな
い，といった認識を示している．政策に対する要求は，
工務店ほど整合性がないが，将来的な地域性を活かした
建築とそのために必要な木材のあり方などに関連して，
その解決のためには，地域独占のため安い生コンが使え
ない，技術教育が不足，木材の良さの宣伝が不足，職人
の技術教育がないといった意見が示される．
．坪当たり石数に見られる技術問題と今後の課題
）沖縄県の伝統的構法の場合
沖縄県の構法は，民家にあっては，農家の掘建て小屋
住居である穴屋（アナヤー），都市部の貫木屋（ヌキヤー）
を経て，戦後， 壁体工法に移行した．それぞれの木
材使用量の原単位（坪当たり石数， 石は約 ）は
大きく変化してきたが，まず，ここではヌキヤーについ
て見てみたい．首里城正殿の再建に携わった沖縄県中城
村の宮大工である新垣良孝氏によれば，沖縄県で伝統的
な本瓦（赤瓦）貫屋構法の場合は，軸部や小屋組を頑丈
に作るため，平屋の民家で 石から 石になるという．
これは，現在の本土都市部の平均的な石数の値に匹敵す
るものであり，それほどは低くはないものと考えられ
る．長大スパンの梁材や桁材を用いていない構法がこれ
ほどの数値を示すのは，本土と違い土壁がなく，壁体
壁材が木材である事によるものと考えられる．
）現在の工法の場合
現在の沖縄県の 工法戸建て住宅にあっては，木材
は構造材としてではなく，あくまで化粧材として利用さ
れる．これは，耐風性を最大限考慮したため，構造部分
は で作り，非構造部分に木材を使用するためとなっ
たからである．しかし，内部の構造は柱，梁，敷居，鴨
居，天井，床などは立体的な構造をとり，木造建築の経
験のある工務店においても単に張り物として使用するよ
うな意識にはない．
しかし，本土の木造大工に比較すると構造的な認識が
不必要なため，木材の使用量に対する認識が体積でな
く，面積である．従って，木造建築上最も重要な要素で
ある坪当たり石数（通常，戸建て住宅における 坪当た
表 現状の問題点と政策に対する要求
資料 実態調査表より作成。
調査
番号
経営形態 ）現状の問題点 ）政策に対する要求
個人経営 仕事がない 小規模公共事業の拡充（学校などの補修）
個人経営 技術者の不足 技術者の養成と学校作り
個人経営 内装でも木材を使わない方向になってきている、仕事がない 大工への職業教育、木材業者への木の教育
個人経営 仕事は定期的にあり、低単価だけが問題 賃金保障の拡大
有限会社 地域の確定した建築工法がない 地域独占のため安い生コンが変えない、技術教育の不足
株式会社 スギの赤みの乾燥材の需要拡大と生材ばかりの状況 木材の良さの宣伝
株式会社 土地が動かない 職人の技術教育がない
りの木材使用量と定義される）についての認識が薄い
し，図面から石計算をするような事はない．
沖縄建設ユニオン保有の住宅設計図から坪当たり石数
を積算した山形県鶴岡市の工務店経営者，剱持猛雄氏
（一級建築士）によれば，その結果は以下の通りである．
なお，工法は両方とも 工法の一戸建てである．
邸新築は， 階床面積 坪， 階床面積
坪，延べ床面積 坪で，一般下地材
石 石，造作材 石 石，計 石 石と
なり，坪当たり石数は 石 石となる．
邸新築は 階床面積 坪， 階床面積
坪，延べ床面積 坪，一般下地材は 石
石，造作材は 石 石，計 石 石になり，
坪当たり石数は 石 石となる．
坪 石 石の山形県庄内地方の水準からすれば極め
て低い数値であるが，躯体（ の構造部分と壁）を木
造にすれば豪雪地域より低いが本土並みになる．
ただし，これは木構造を熟知した大工が作った場合で
ある．全く知らない大工の場合，下地材にさえ木材を使
わなくなる事は当然予想され，その場合はもっと低下し
ていくものと思われる．一方，本格的な木造建築にする
場合は， 石程度の本土平均値の石数では耐えられず，
石以上の本土豪雪地域並みの石数に高めないと，風，
熱，雨，湿気，地震の五重苦（シロアリ被害を含めれば
六重苦）には耐えられないものと考えられる．
）新しい動き
沖縄の木造建築が他の工法に変わり，木造率を下げて
いくのは，農村から市街地への人口流入が進んだ時代で
ある．土地問題（面積狭小，不良な立地条件など）が生
じ，平屋建てから 階建てに移行する時期に，耐風性な
どを理由にして，木構法は衰退の過程を激しくした．
工法と木材の良さをあわせた，地域性を尊重した住宅
建築工法の確立と，（公的な）技術教育，木材と生コン
を含めた建築資材の安定的供給と価格対策が，基本的な
政策的課題となる．
この点では，今後，本土大手メーカーのプレハブ住宅
がどのように沖縄の地域性に対応していくのかは，比較
検討の対象として極めて重要である．大手プレハブメー
カーの住宅は， 工法一本槍の住宅に飽きつつも，木
造住宅を知らない沖縄県の比較的若い世代の嗜好に合
い，受け入れられている．その点では，今後一層シェア
を拡大する可能性も高いと見られるが，一方，大手メー
カーの高断熱・高気密住宅については，沖縄の自然条件
から見てもその将来性には否定的な意見も少なくない．
他方，対照的な動きではあるが，近年，鹿児島県内の伝
統的構法（筋交いと金具を使用しない）民家が，本土の
建築家によって県内に移築される例なども一部では現れ
ている．また，県外材（多くは鹿児島，宮崎のスギ材を
使用した）による新しい建築基準による（金具を多用す
る）木造住宅の建築も見られるようになった．しかし，
金具の多用は，結局，木材の耐用年数と木造建築の耐用
年数を金具の耐用年数に無理矢理あわせるものである．
台風性を考慮しつつも，金具多用は沖縄県の地域特性で
ある塩害との関係から，多くの検討すべき課題を持つ．
総 括
亜熱帯の豊かな森林資源に支えられた沖縄県の木造文
化は，第 次大戦時の地上戦によりその原型を解体させ
られた．戦後，森林の消失した南部地域に比較して北部
地域は森林資源は残ったが，その地域は軍用地等に囲い
込まれ，自主的な森林利用は制限された．
木の文化を担った伝統的木造建築は，市街地域の軍用
地，軍用施設，それに関わるあらゆる用途規制による土
地利用の制限 領空（航空機等の物体や電波等の無機物
の進入を含む）と領海の占有，さらに周辺や近接地の土
地利用（建築物の高さ制限）の規制 により，本土でも
見られないような深刻な土地問題と住宅問題が引き起こ
される中で衰退した ）．基地のもたらす環境問題ととも
に，基地の爆音・騒音被害 ）は開放型の木造住宅建築に
とって最も困難な要素の一つである．基地問題と基地被
害の解決無しに木造住宅の振興はありえない．
復帰後展開した公共事業による産業と雇用拡大政策は
自立した多用な産業の発展を妨げ，雇用の状況は全国で
最も悪化し，その結果，公共事業依存体制を逆に深めて
いる ）．依存体制は，森林組合の事業をダム予定地の森
林伐採に加えて，観光開発用のゴルフ場予定地の伐採と
続き，本来，森林面積を増やす事業が任務の森林組合が，
経営維持目的に面積減少に貢献するといった皮肉な事態
さえ生んでいる．また，同様に亜熱帯の自然条件に合致
した中山間地の農業も，サトウキビなど一部の作目を除
き衰退した．
公共事業に依存する林業の構造は，森林組合を公共事
業の排他的な担い手として拡大させた側面が強く，その
結果，自営的で，自立的な多用な生産組織が一方で展開
する事となった．そうした組織や経営体は，そもそも法
人格を持たない事が多いため，政策的な担い手には措定
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されがたく，加えて林業政策の枠外にあるため林政上も
政策的に把握されずにいる．
沖縄県の森林と生活の相互関係は断絶され，多用な森
林利用と木材利用文化は解体され，その結果として木造
率は，全国最低である．木造文化を支えた地場の大工工
務店は，那覇市の新都心計画をきっかけに参入した本土
の大手メーカーの進出により，一層危機的な状態を強め
ている．
いわば，沖縄型林業の姿，沖縄型林産業の姿，沖縄型
木造住宅の姿を正しくとらえ直し，その歪みを個別分断
的にではなく，地域資源に立地した産業としてトータル
に再構築していく事が，今必要とされているのである．
端緒的な取り組みは開始されている．農業や家庭生ゴ
ミの廃棄利用と結びつくオガコ利用と市場の拡大は，構
造材林業から木質資材の総合利用産業へきっかけとなる
ものであり，こうした市場が拡大し，経営体が展開する
ように，市場の整備を行うべきである．その際，法人格
を持たない家族経営や零細経営，またそうした経営体の
協同組合や農業生産組合にも参入が出来るように配慮す
る事が重要である．また，こうした小経営はすぐれて地
域性を持つものであり，地域内で相互協力が可能なよう
に，森林組合はこうした小経営の調整，連絡・調整機関
としての機能を持つべきである．森林に関わる事業体の
近代化は個別事業体の近代化に終始するのではなく，地
域的な近代化として，つまり近代化または市場経済に適
合しない経済セクターを含むトータルな近代化として実
現されなければならない．
非構造材の利用は，公共施設ばかりでなく，今後の非
木造住宅での木質建材利用を拡大する上で重要である．
また，動物の健康にも良い畜産施設の木造化等，営農施
設の木造化が図られるべきであり，その際，極力，工業
用木材ではなく自然の間伐材・無垢材の利用が促進され
るべきである．さらに，こうした建築物の構法は地域に
即した構法を優先すべきで，公共事業の全国一律の仕様
書を用いるべきでない．その点でも，農家を含む自営的
な小経営の創意性を引き出す事が重要である．
沖縄型木造建築の拡大はさらに重要である．耐風性は
あるが地震・熱暑・湿気には弱く 躯体と木造内装に
よる地域型の住宅工法は，担い手の地域工務店の解体，
の劣化と環境問題，そして本土大手メーカーの進出
により，今，構法を支える基礎が崩れ，そのあり方が問
われている．現在，木材を多用した沖縄型住宅の原型を
創造する努力が必要となっている． 躯体と木造内装
に加え，小屋組にリュウキュウマツ間伐材を利用した工
法は可能である．この工法は，ブロック躯体，木造内装，
木造小屋組として 年代に都市部に展開した工法であ
り，この構法について木造大工の経験は深い．復帰 年，
木造大工が高齢化した現在，今が復権に向けた最後の機
会でもある．林業，林産業関係者は，自らの問題として，
また行政も縦割りの限界を超えて，一体的な振興策を図
るべきである．
存在しない木造大工の職業訓練所の設置，林業行政に
よる木造大工の登録制度，登録された大工への経営振興
策，こうした大工を利用した木造建築の建て主への住宅
補助制度など，方法はいくつもある．ポイントはこうし
た創意性を引き出す農林業，商工業，建築業等の中小規
模経営体全般への振興策であり，個別事業体の単なる法
人格取得や制度的近代化といった問題に終わるものでは
ない事を強調したい．
（調査にご協力頂いた現地関係者の皆様に感謝の意を
記したい．特に木造住宅調査については施主の方々か
ら，また工務店等調査については全建総連沖縄建設ユニ
オンと現地工務店等に特段のご協力を頂いた．）
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